予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：社会教育費　目：社会教育振興費　　　
	事業名　「清流の国ぎふ」ふるさと体験事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　教育委員会　社会教育文化課　家庭・地域教育係　電話番号：058-272-1111（内3574）

　　　　　　　E-mail：c17768@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　      　　1,500千円（前年度予算額：    2,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	要求額
	1,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

  　子どもたちが、岐阜県の豊かな自然や伝統文化、産業、独特の食文化等を、テーマ性をもって体験することにより、地域に根ざして暮らしてきた人々の営みを知り、地域に対する愛着や誇りを育み、「ふるさと岐阜」の自然や文化を支え、将来に引き継いでいく人材を育成する。
（２）事業内容
地域の人々の暮らしに関するテーマを設定し、年間３回（夏・秋・冬）、体験活動を実施。
実施にあたり、岐阜県博物館が持つノウハウや学芸員を活用することで、一過性の体験で終わることなく、実施後も様々な疑問や質問に対応する。

・平成２７年度のテーマ：「長良川流域の文化と人々の暮らし」
・参加者：各回小学校中学年・高学年、中学生の親子２０組４０人を公募
※学年間の交流を図りつつ、対象年齢にあったプログラムを提供するこ
とで、より密度の濃い体験活動を実施
・学習発表：参加した子どもたちは、体験から得た知識や思いを、作文や絵
などを用いて発信。作品の一部は、１１月に開催する「ふるさと教育展」
で展示する。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　「ふるさと岐阜」を体験し、将来に伝えるための事業であり、全額県費負
　　担が適当。

（４）類似事業の有無

　　　有　【類似事業】　”水と森に学ぶ”ふるさと教育推進事業
　　　　当該類似事業は、河川・森林環境に学ぶ「ふるさと教育」の優れた取組

を支援するものであるのに対し、今回の事業は、地域の親子を対象に地域

の人々の暮らしを深く体験し、将来に伝えるための事業である。
　　

３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	93
	事業調整のための業務旅費

	需用費
	190
	事務用消耗品、報告書印刷代

	役務費
	20
	実施報告書送料

	委託料
	　　1,197
	旅行会社への委託費

（バス運賃、体験材料代、保険料、募集チラシ印刷・配布料など）

	合計
	1,500
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　・長期構想　Ⅴ－５　ふるさとへの誇りと愛着を育てる

　　　　　　　・「ふるさと教育」を充実させ、ふるさとのよさを教え、伝える

・教育ビジョン　２－４　ふるさと教育・環境教育・体験活動の推進　　　　　
　　　　　　　・「清流の国ぎふ」への誇りと愛着を育む地域に根差したふるさ
と教育の推進
（２）後年度の財政負担
　・県内全域の児童・生徒を対象に参加者を募集し、各地域の自然や文化、産業などについて毎年度テーマを設定して実施する予定であり、後年度も同様に経費が必要。
（３）事業主体及びその妥当性

　・子どもたちの豊かな体験活動を推進し、ふるさと岐阜の財産を将来に伝えるための事業であり、県が事業主体となることが適当
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　「清流の国ぎふ」の豊かな自然や文化を、守り、活かし、伝えながら暮らしてきた人々の営みを子どもたちが体験することで、将来に引き継ぐ人材を育成します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	体験事業

参加者数
	（H　）
	（H ）
	50人

（H26）
	120人

（H28）
	41.7％


	地域の行事に参加している児童生徒の割合
	小：80.5％

中：53.7％
（H24）
	小：81.7％

中：57.6％
（H25）
	小：84.5％

中：61.4％
（H26）
	100％
（H30）
	小：84.5％

中：61.4％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　飛騨地域の小学校中学年・高学年、中学生を対象に、飛騨の豊かな自然環境が生み出した飛騨の文化と山の暮らしを、夏・秋・冬の年間３回にわたって体験。
　夏：３６人（小学校中学年２２人、小学校高学年１２人、中学生２人）
　秋：６７人（小学校中学年４１人、小学校高学年１４人、中学生１２人）

　冬：５５人（小学校中学年３７人、小学校高学年１４人、中学生４人）

　延べ１５８人　


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　参加者からは、自分の身近に知らないもの、知らないことがたくさん存在することに気づき、これらを大切にしていきたいとの感想を得ることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	子どもたちにふるさとへの愛着を持たせることで、岐阜の豊かな自然や文化を守り将来に伝えることができる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	目標としていた人数の参加は得られなかったものの、参加者からは一定の評価を得ており、将来ふるさとを担う人材の育成につながると考える。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	２６年度に実施した成果や課題を精査し、体験内容等再検討することにより、さらに充実した体験ができる。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　子どもたちにとって身近で興味のあるテーマでの事業実施、内容の充実を図ることが必要であるとともに、ある程度広範囲から参加者を募集し、地域間の交流を図ることも必要。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

参加者の意見を基により充実した事業展開を図るとともに、体験を多くの人たちに伝えていく。




